
（50音順・敬称略）　

番号 氏　名 公募委員以外の委員の肩書等

1 浅野
アサノ

　要二
ヨウジ

関東信越税理士会越谷支部　副支部長

2 粟村
アワムラ

　大造
ダイゾウ

公募

3 板垣
イタガキ

　智彦
トモヒコ

公募

4 宇田
ウダ

　陽一
ヨウイチ

不動産鑑定士

5 延寿寺
エンジュジ

　和行
カズユキ

越谷地区労働組合協議会　議長

6 大谷
オオタニ

　基道
モトミチ

獨協大学法学部総合政策学科教授

7 後藤
ゴトウ

　君代
キミヨ

行政書士

8 斉藤
サイトウ

　耕平
コウヘイ

弁護士

9 榊
サカキ

　　　健
ケン

公募

10 鈴木
スズキ

　俊昭
トシアキ

吉野電化工業株式会社　執行役員総務部長

11 髙橋
タカハシ

　良江
ヨシエ

公募

12 田
　タ

中
ナカ

　茂
シゲ

夫
 オ

越谷市体育協会　副会長

13 戸
ト

張
バリ

　　隆
タカシ

越谷建築設計監理事業協同組合　代表理事

14 檜垣
ヒガキ

　貴
キ

津
ツ

子
コ

心理カウンセラー

15 松本
マツモト

　ひろみ 公募

任期：令和元年１０月４日から令和３年１０月２日まで

越谷市行政経営審議会委員名簿
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 浅野　要二 委員

 粟村　大造 委員 松本ひろみ 委員

 板垣　智彦 委員 檜垣貴津子 委員

 宇田　陽一 委員 戸張　　隆 委員

委員 田中　茂夫 委員

 大谷　基道　　委員 髙橋　良江 委員

 後藤　君代 委員 鈴木　俊昭 委員

 斉藤　耕平 委員 榊　　健 委員

相田副課長

市長・事務局

中山主幹

松本主事

高
橋
市
長

利
根
川
行
財
政
部
長

髙
橋
行
財
政
部
副
部
長

越谷市行政経営審議会 令和元年度期
委員委嘱式　席　次　表

※50音順

延寿寺和行

大熊行政管理課長
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○越谷市行政経営審議会設置条例     昭和６０年６月１９日

（設置） 

第１条 社会経済情勢の変化に対応した効率的で効果的な市政を推進するため、市

長の附属機関として、越谷市行政経営審議会（以下「審議会」という。）を設置

する。 

（任務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて、越谷市の行政改革の推進その他の市政に

関する重要事項を調査審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、市政について識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の３分の２以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、行財政部行政管理課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。
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第６次越谷市行政改革大綱 

１ 目的 

 この大綱は、過去５次にわたる行政改革に引き続き、第４次越谷市総合振興計画に基

づく施策の着実な実現を支え、拡大・多様化する行政課題に迅速かつ的確に対応した効

率的で効果的な行政運営を推進することで、中核市・越谷として市民福祉の一層の増進

を図るため策定するものです。 

２ 基本方針 

 第６次行政改革の取組は、次の事項を基本方針として推進します。 

（１）無駄のない、メリハリの効いた自治体経営 

自治体経営の目的は、限られた財源や人員等を最大限に活用し、市民の福祉を増進す

ることです。行政評価制度や包括外部監査制度等を通して、個々の事務事業を客観的・

複眼的視点で再度点検し、市民にとって真に必要なサービスとは何かを見極め、中核市

としてより良い行政サービスを提供します。 

（２）内外資源のフル活用 

福祉、防災、教育等の多くの公共サービスの分野において、すでにＮＰＯ法人（特定

非営利活動法人）や民間事業者等が参入し、公共部門はまさに官民競合・競争の時代と

なっています。官民が持つ資源の流動は、経済成長に好機をもたらし、行財政の活性化

にもつながることから、自治体内外の多様な有効資源の積極的な活用を図ります。 

（３）健全財政の堅持 

 財政の健全度は自治体の健全性を表します。少子高齢化の進展や生産年齢人口の減少

に伴う社会保障経費の増加や市税収入の減少など厳しい財政状況が続くことが懸念さ

れる中で、市政を持続的に発展させるため、引き続き、歳入の拡大と歳出の縮減を図り

ながら、最少の経費で最大の行政効果を挙げます。 

３ 計画期間 

 第６次行政改革の取組期間は、平成２８年度から平成３２年度までの５年間とします。 

４ 推進方法 

 具体的な改革・改善の実施は、この大綱に掲げる主要推進事項に沿った実施計画を策

定して、全庁体制で進めます。 

また、その推進状況については、必要に応じて越谷市行政経営審議会の意見を求める

とともに、市民に公表します。 

 なお、この大綱と実施計画は、今後の社会経済情勢の変化等に応じ、適宜必要な見直

しを行います。
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主要推進事項及び具体的推進事項 

１ 事務事業の徹底改革 

 景気の低迷が長期化する中、わが国の長期債務残高は国、地方を合わせて、

１，０００兆円を超えています。さらに、少子高齢化による人口構成の構造的

変化等を鑑みると、この先の財政運営は一層厳しさを増します。 

 個々の事務事業について、その軽重判断、優先順位、執行体制、実行主体等

の更なる精査が求められており、徹底した改革が図られなければ、市民福祉の

持続的な増進は達成できません。 

 行政の遅滞・停滞を生じさせないよう、無理・無駄・ムラを排除し、外部の

資源を有効活用するなどして、徹底して取り組みます。 

① 事務事業の改革と連携の試み 

 緊縮財政下での行政運営の視点は、多面的・複眼的視点で進めることが肝要

です。例えば、市民の健康寿命を延ばすための施策の推進に当たっては、福祉

だけではなく、保健衛生、健康保険、介護、医療、スポーツといった各分野の

担当部署との横断的連携を試みることが大切です。健康寿命が延びれば、個人

の生活の質が高まるだけでなく、それぞれの分野の公費・私費の負担が軽減す

るという大きな副次的効果も生まれます。 

全ての事務事業について、改革的見直しを図り、コスト削減と市民福祉の両

立を目指します。 

② 環境負荷の軽減化 

 環境問題に対する国民の意識・関心の高まりなどを背景に、住宅市場では太

陽光発電パネルが、自動車市場ではハイブリッド車や電気自動車などのエコカ

ーが急速に普及しています。低炭素社会の実現とともに、低環境負荷社会への

取組みは、国、自治体の共通にして最大の使命のひとつになっています。 

一般に、環境問題への取組は多くの財政負担を伴いますが、長期的な視点で、

その社会的意義や国際社会の一員としての責任なども踏まえて取組を進めます。 
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③ 民間力の積極的活用 

昨今の公共市場における民間参入の動きは、景気の刺激に役立つことから、

行政にとっても歓迎すべきものです。 

また、業務の外部化は、経費が削減されるという直接の効果のほか、受注業

者に支払われた委託料は、業者やそこで働く労働者からの納税という形でその

一部が行政にリターンするという副次的効果が期待できます。 

民間がもっている資金、人材、モノ、知恵、情報、ネットワーク等の有効・

有益な資源を積極的に活用することで、財政負担の軽減を図り、多くの市民ニ

ーズに応えていきます。 

④ 公営事業会計の財政健全化 

 国民健康保険、介護保険、公共下水道及び市立病院等の公営事業会計は、経

営に伴う収入をもって経費に充てることを原則としますが、現状は他会計から

の多額の繰入金や市債等によって経営が支えられています。繰入金が増え続け

れば、市全体の財政の硬直化を招きかねないことから、事業の健全運営が図ら

れるよう、各事業の早急な見直しを図り、財源の依存体質の改善を進めます。 

 また、公営企業においては、一層の事業効率の向上を果たしていきます。 

⑤ 外郭団体の経営健全化 

 土地開発公社や第三セクター等の外郭団体に対しては、出資・出えん、債務

保証等の何らかの財政的支援等をしていることから、個々の団体の設立目的や

時代の変化に応じた役割等を考慮した上で、引き続き市が一定の関与を果たし

ながら、各外郭団体による主体的な健全経営を促します。 
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２ 組織力の強化 

 複雑化する行政需要に柔軟に対応していくためには、機動力のある強い組織

と高い能力や問題意識を持った職員による自治体運営が欠かせません。このた

め、引き続き、組織の見直しや適正な定員管理、職員の能力開発等を通じ、組

織力の強化に努めます。 

① 適正な定員管理等 

定員の管理は、自治体運営を円滑に推進する上での核となるものです。 

今後の社会経済情勢や行政需要を予測し、行政課題に的確に対応できる人員

体制であるとともに、将来にわたり持続可能で自立的な行政運営を行えるよう、

行政需要と財政負担とのバランスのとれた人員体制が求められます。 

既存業務の徹底した見直しによる業務量の削減や、民間力の活用、情報通信

技術を活用した業務改善等を推進しながら、人員の適正配置に努めます。 

また、引き続き、職員の適正な給与水準の維持等の取組を推進しながら、質

の高い行政サービスの提供に努めます。 

② 職員の能力開発と人材確保 

 地方分権の進展に伴い、自らの判断と責任により、地域の実情に応じた行政

運営が自治体に求められる中、職員には、事務処理能力や説明責任はもとより、

市民の視点に立って地域の課題等を的確に把握・分析し、解決する能力等が必

要です。さらに、複雑化・高度化する行政課題に対応するため、政策立案能力、

危機管理能力、企画創造力等を備えていることも不可欠です。 

 各職員が、これらの能力を最大限に発揮することにより、市民の満足度を更

に高めることができるよう、効果的な職員研修を推進します。また、民間企業

の経験者等多様な人材の確保に取り組み、さまざまな職務経験や知識・技術等

を通じて培われた能力や視点を、業務の効率的な遂行や組織の活性化に活かし

ます。 
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３ 市民満足度の高い行政サービスの推進 

 簡素で効率的な自治体を実現することは、行政改革の目的そのものです。 

市民満足度を上げる対応は、窓口業務のみならず、すべての行政サービスの

提供にあたって心がけなければならないものです。その際には、原則として費

用対効果を念頭に置いたものであることは言うまでもありません。 

市民の立場に立った、心配り・気配りの効いたスリムな行政に取り組みます。 

① 各種手続等の簡略化 

官民を問わず、サービス業において受け手から求められるサービスの質は、

丁寧、迅速、簡単、安全、安心などの対応です。引き続き、各種手続きの簡略

化を推進するとともに、わかりやすい説明を心がけます。 

また、国が進める社会保障・税番号制度に係る個人番号の通知及び個人番号

カードの導入により、各種の届出・申請・交付等の事務処理において、市民の

負担軽減と利便性の向上のほか、市にとっては事務の効率化等が期待されるた

め、個人情報の保護に十分配慮の上、その啓発・普及を図っていきます。 

② 情報化等の推進 

情報通信技術は日々進化を遂げており、人々のライフスタイルを大きく、し

かも急速に変化させています。行政も、押し寄せる情報通信革命に鋭敏かつ素

早く反応できるよう、情報セキュリティの向上を図りながら、その体制を整え

ていきます。 

また、いわゆるビッグ・データの有効活用についても、調査研究を進めます。 

③ 市民の期待に応える情報の発信・受信 

 行政情報は、主権者である市民の「知る権利」の下、市民に対して正確でわ

かりやすく伝える義務があります。これは、市民が地方自治に参加する上での

前提となるものです。 

常にわかりやすい情報の積極的な発信に心がけるとともに、市民の声を的確

に把握して市政に活かします。 
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４ 健全財政の堅持 

 「出を抑え、入りを増やす」は、財政運営の普遍的な原則です。徹底した「経

費の縮減」と「財源の確保」によって健全な財政を堅持し、将来にわたり持続

可能で安定的な自治体経営を推進します。 

① 経費の縮減 

 経費の縮減は、行政改革の核となるものであることから、常に意識し、一層

の創意工夫によって最大限の結果を出せるよう、業務点検を徹底します。 

その際には、経費縮減によって市民サービスの質の低下を招かないよう、十

分留意します。 

② 補助金等の整理 

 補助金等の支出は、支出先の団体やその活動が公的財政支援を受けることの

社会性・公益性を有していることが大きな条件となることから、常に実態等を

把握しながら整理を図り、適正な執行を確保します。 

③ 公共施設等（インフラ含む）の適正管理と徹底活用 

 文教施設、スポーツ施設、道路、公共下水道施設等、多くの公共施設やイン

フラ（公的社会資本）が老朽化による更新期を迎えています。その更新費用は

莫大な額にのぼり、将来にわたり財政を大きく圧迫し、他の行政サービスの提

供に深刻な影響を及ぼしかねません。したがって、今後も、安定かつ円滑に行

政を運営していくためには、この財政負担をいかに軽減化し平準化させるかが

鍵となります。 

 このことから、本市の公共施設等を総合的かつ計画的に管理する「越谷市公

共施設等の総合管理計画」に基づき、長寿命化、耐震化、総量縮減、機能強化

等を図りながら、公共施設等を安全に市民に提供します。 
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④ 財源の徹底確保と新たな財源獲得の推進 

 景気の良し悪し関わらず、財源（自主財源・依存財源）の確実で徹底した確

保は何より重要な使命です。 

市税はもとより、市税外債権についても、関係法令に則り、積極的に収納率

の向上に努めなければなりません。 

 また、各種の使用料や手数料等についても、適切な原価計算のもと、受益者

負担や減免、更には消費税の影響等を再点検するなどして、歳入の適正化に引

き続き努めます。さらに、公共財産（施設、土地等）の利活用等を推進して、

新たな歳入の確保に積極的に取り組みます。 



第６次越谷市行政改革大綱 
平成 30年度取組結果報告書 

越 谷 市 
令和元年 10 月 
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１ 第６次行政改革大綱実施計画等実施状況の総括 

越谷市では、今後も厳しい財政環境が見込まれる中で、第４次総合振興

計画の着実な推進を図り、市民満足度の高いまちづくりを進めるため、平成２

８年度から平成３２（令和 2）年度までを計画期間とする第６次行政改

革に取り組んでいます。 

第６次行政改革は、「事務事業の徹底改革」をはじめ、「組織力の強

化」、「市民満足度の高い行政サービスの推進」、「健全財政の堅持」と主要

推進事項に関連する３1項目（３5件）の取組を実施計画に

位置付けています。 

計画期間の３年目となる平成３０年度の実施状況は、「実施」

が３２件、「着手」が 2件、「検討」が 1件、実施率は９１％です。

「実施」した項目の財政的効果額の合計は約１，６２８万円で
す。

これらの財源と業務効率の向上等を通じて、市民の皆さんへのサービスの充

実や将来にわたるまちづくりの一層の推進を今後とも適切に図ってまいります。 

○ 財政的効果額 
平成 30 年度実績  ・・・ 約 1,628 万円 

〔主な取組と効果額〕 
① 電気契約の見直し 【1,435 万円の削減】 
② 公共下水道における水洗化の促進 【193 万円の増収】 

※財政的効果額は、各取組による経費削減額又は歳入確保額から、その実施に要した投
入経費を差し引いた額です。 
また、各年度における効果額は、その年度に初めて生じた分のみを計上し、その後の取組
分の効果額を毎年度累積する方法は採っていません。

実施件数
32件

（91%）

着手件数
２件
（6%）

検討件数
1件

（3%）

平成30年度実施状況（31項目 35件）
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２ 第６次越谷市行政改革大綱実施計画と用語の解説 

＜体系図＞ 
【主要推進事項】  【具体的推進事項】 整理番号

１事務事業の徹底
改革 

 ①事務事業の改革と連携の試み １－① 
②環境負荷の軽減化 １－② 
③民間力の積極的活用 １－③ 
④公営事業会計の財政健全化 １－④ 
⑤外郭団体の経営健全化 １－⑤ 

２組織力の強化  ①適正な定員管理等 ２－① 
②職員の能力開発と人材確保 ２－② 

３市民満足度の高い
行政サービスの推進

 ①各種手続等の簡略化 ３－① 
②情報化等の推進 ３－② 
③市民の期待に応える情報の
発信・受信 

３－③ 

４健全財政の堅持  ①経費の縮減 ４－① 
②補助金等の整理 ４－② 
③公共施設等（インフラ含む）
の適正管理と徹底活用 

４－③ 

④財源の徹底確保と新たな財
源獲得の推進 

４－④ 

＜用語の解説＞ 
① 実施 取り組んだ事業（※効果に係る金額、数値等が次

年度以降に確定することが見込まれる事業含む） 

② 着手 取り組みに着手したが、効果となる具体的な金額、
数値等が明らかになっていない事業 

③ 検討 取り組みに伴う課題が整理途中のため、計画の実
施に至っていない事業 
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３ 実施状況一覧（平成３０年度末現在） 
提案 主要推進事項 具体的推進事項 個別 

取組NO 取組名 実施 着手 検討 

当
初
分

１事務事業の徹底改革 

②環境負荷の軽減化 1 道路照明灯のＬＥＤ化 ○ 

③民間力の積極的活用 

2 飼い動物死体の処理の民営化 ○  
3 優良事業所･優良従業員等表彰事業の移行 ○  
4 ＰＦＩ方式による小・中学校の空調設備の設置 ○  

④公営事業会計の財政健全化 

5 国民健康保険税の収納率の向上 ○  
6 介護保険料の収納率の向上 ○  
7 公共下水道における水洗化の促進 ○  
8 下水道使用料の改定 ○  
9 市立病院経営健全化の推進 ○  

⑤外郭団体の経営健全化 10 外郭団体の健全経営の促進 ○  

２組織力の強化 

①適正な定員管理等 11 適正な定員管理と効率的な組織整備 ○  

②職員の能力開発と人材確保 
12 職員の能力開発の推進 ○  
13 人材の確保 ○  

３市民満足度の高い 
行政サービスの推進 

①各種手続等の簡略化 14 個人番号の利活用の推進 ○  

③市民の期待に応える情報の 
発信・受信 

15 市公式ホームページの充実 ○  
16 産業情報ネットワーク(こしがやｉｉネット)情報の移行 ○  

４健全財政の堅持 ①経費の縮減 

17-1 電気契約の見直し（市民活動支援課分） ○  
17-2 電気契約の見直し（学校管理課分） ○  

18 電気通信サービス（電話）契約の見直し（学校管理課分） ○  
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提案 主要推進事項 具体的推進事項 個別 
取組NO 取組名 実施 着手 検討 

当
初
分

４健全財政の堅持 

②補助金等の整理 19 勤労者等生活資金利子補給金の廃止 ○  

③公共施設等（インフラ含む）の
適正管理と徹底活用 

20 公共施設等総合管理計画アクションプランの策定と進行管理  ○ 
21 住まいの情報館の廃止 ○  

④財源の徹底確保と新たな財源
獲得の推進 

22-1 公共施設への有料広告の設置の推進（庁舎管理課分） ○  
22-2 公共施設への有料広告の設置の推進（スポーツ振興課分）   ○ 
23 こしがや公共交通ガイドマップへの有料広告の掲載 ○  
24 市税の収納率の向上 ○  
25 税外債権における未収金の圧縮 ○  
26 保育所保育料の収納率の向上 ○  
27 入学準備金貸付金償還金の収納率の向上 ○  

追
加
分

３ 市民満足度の高い 
行政サービスの推進 

①各種手続等の簡略化 28 証明書のコンビニ交付の開始 ○  
③市民の期待に応える情報の 

発信・受信 
30 オープンデータ化の推進 ○ 

４ 健全財政の堅持 

①経費の縮減 
17-3 電気契約の見直し（公園緑地課分） ○  
17-4 電気契約の見直し（スポーツ振興課分） ○  
29 乳幼児等健診事業の経費削減 ○  

④財源の徹底確保と新たな財源
獲得の推進 

31 一般廃棄物処理手数料の見直し ○ 

取組件数 32 2 1 
総件数 35件 

※新たな取り組みについては、背景色を変えて表しています。      
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４ 個別取組（35 件）の達成状況 

取り組み結果を可視化するためにＡＡ～ーまでの５段階で表しました。

ＡＡ（6件） ・・・ 道路照明灯の LED化（P６）、介護保険料の収納率の向上（Ｐ9）、公共下水道における水洗化の促進（P９）、 
下水道使用料の改定（P10）、市税の収納率の向上（P17）入学準備金貸付金償還金の収納率の向上（P19） 

Ａ（22件） ・・・ 省略 
Ｂ （３件） ・・・ 国民健康保険税の収納率の向上（P８）、税外債権における未収金の圧縮（P18） 

電気契約の見直し（スポーツ振興課）（Ｐ21） 
Ｃ （１件） ・・・ 市立病院経営健全化の推進（P10） 
ー （3件） ・・・ 公共施設等総合管理計画アクションプランの策定と進行管理（P15）、公共施設への有料広告の設置の推進（P16）、 

一般廃棄物処理手数料の見直し（P22） 
 ※（）内は取組詳細が記載されているページ番号   

「AA」
6件

（17%）

「A」
22件

（63%）

「B」
3件

（9%）

「C」
1件

（3%）

「-」
3件

（9%）

＜達成状況: 平成 30年度時点における効果の程度（※定性的効果含む）＞
ＡＡ 計画を上回る効果があったもの 
Ａ  計画どおりの効果があったもの 
Ｂ  効果が計画を下回ったもの 
Ｃ  効果が非常に少なかったもの又は実施を見合わせたもの 
― : 計画のままで実施に至ってないもの又は実施中のもの 
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５－１ 個別取組内容（当初計画実施分） 
整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-② 1 
道路照明
灯の 
ＬＥＤ化 

道
路
総
務
課

高出力型道路照明灯
5,160 基をリース方式によ
り、LED 灯に転換することに
より、道路照明灯の LED 化
率 100％を目指します。 

当初計画値 
CO２削減率 60％減 

実
施

高出力型道路照明灯 5,160 基を
LED 灯に取り替えるため、リース方式を
検討、これにより、CO2削減効果が得ら
れました。 

定性的効果 
消費電力が従来のものより少ない LED 灯に取り替え

ることにより、CO2 削減効果が期待できます。 
加えて、LED 灯は経済性や維持管理面で優れてい

ることから、電気料金と修繕費が軽減されます。また。道
路照明灯が更新されることによる生活環境の向上が見
込まれます。 
＜CO2削減効果＞

既設 1,545t／CO2 
LED化後 415t／CO2 

効果 
1,130t／CO2 

（削減率▲73％）

AA

１-③ 2 

飼 い 動 物
死 体 の 処
理 の 民 営
化 

飼い動物死体の処理を
民営化し、経費の削減を図
ります。 

実
施

平成 29 年度から、飼い動物の死体
処理業務（受付のみ）を市から民間
事業者へ移行しました。その際、民間事
業者は受付・収集・処理までの業務を
行うこととしました。 

定量的効果 
飼い動物死体処理の受付業務を民営化したことによ

り、職員による手数料の徴収事務及び委託事業者への
委託料の削減効果が得られました。 

A
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-③ 3 

優良事業
所･優良従
業員等表
彰 事 業 の
移行 

産
業
支
援
課

優良事業所･優良従業
員等表彰事業を越谷商工
会議所の単独事業すること
で経費の削減を図ります。 

実
施

平成 28 年度から越谷商工会議所
の単独事業として移管しました。 

定量的効果 
事業移管により、記念品等の経費削減と市職員の

業務時間短縮等の効果が得られました。 
※平成 28年度財政効果額 105 万円 

A 

１-③ 4 

ＰＦＩ方
式 に よ る
小・中学校
の 空調 設
備の設置 

学
校
管
理
課

市立小・中学校の普通教
室への空調設備の設置をＰ
ＦＩ方式によることで、費用
の削減や財政支出の平準
化を図ります。 

実
施

 ＰＦＩ事業により、ＳＰＣ（特別目
的会社）が市内全小中学校に設置し
ている空調設備にフィルター清掃の維持
管理を行いました。 

定量的効果 
市立小・中学校施設空調設備設置事業を、ＰＦＩ方

式で実施することによって、従来方式の工事発注と比較し
た結果、ＶＦＭが 8.5％、金額で３億 7,400 万円（※
投資経費除く）の削減効果が期待できます。 

※平成 28年度財政効果額 1 億 3,243 万円 
→全体を平準化して第 6 次行政改革取組期間
（５年間分）の効果額を現時点の見込額として計
上しました。 

※ＰＦＩ:プライベート・ファイナンス・イニシアチブの略で、
公共施設の建設・維持管理・運営等を民間部門が持
つ資金や経営ノウハウを活用した手法 

※ＶＦＭ: バリュー・フォー・マネーの略で、事業を行政主
体で実施する場合と、民間主体で行う場合の費用比較
を行い、効果測定を行う手法 

A 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-④ 5 

国民健康
保 険 税 の
収 納 率 の
向上 

収
納
課

平成 32（令和 2）年度
までに、収納率を平成26年
度(90.76％)比で 1.04 ポ
イント向上させ、財源の更な
る確保を図ります。 

（参考）平成 30 年度計画値 
収納率  91.40％ 

実
施

きめ細やかな納税相談を行うとともに、財
産の差押や滞納処分の執行停止等を
行い、滞納整理を強化しました。 

平成 30 年度（平成 31 年３月末日）
差押件数 1,421 件  
換価件数 1,867 件  
充当金額 94,894,752円  
滞納繰越分収納率 
19.86%（前年比3.68 ポイント増）

現年度課税分について早期の臨宅や文
書催告等の収納対策を行い、滞納繰
越分への移行の抑制を図りました。また
当初課税通知発布に併せた特別納税
相談を実施しました。 
特別納税相談 13 日間実施  
平成 30 年 6月 15 日～29 日  
来庁者数 908人 

定量的効果 
国民健康保険税の収納率 
【平成 26年度 90.76％】 
平成 28 年度 90.70％（0.06.ポイント減） 
平成 29 年度 91.19％（0.43 ポイント増） 
平成 30 年度 91.17％（0.41 ポイント増） 
※（）内は平成 26 年度比

B 



9

9

整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-④ 6 
介護保険
料 の 収 納
率の向上 

介
護
保
険
課

平成 32（令和 2）年度
までに、収納率（※）を平
成 26 年度(96.33％)比
0.12 ポイント向上させ、自
主財源の更なる確保を図り
ます。 

※収納率は現年度分と滞納繰越
分を併せたものです。 

（参考）平成 30 年度計画値 
収納率 96.41％ 

実
施

10～1 月に収納補助員を 1 名配置
し、滞納者宅への臨時催告、指導、
徴収等の強化を図りました。 
その後、納付・相談が無い302名に対
し「差押最終警告書」を送付したこと
で、多くが納付相談や分割納付約束
をする等、自主的な納付へ繋がりまし
た。 
このような納付指導を経ても納付へ至
らない者については、滞納処分の差押
えを 30 件執行し、合計 2,210,911
円を回収しました。 

定量的効果 
介護保険料の収納率  
【平成 26 年度収納率 96.33％】 
平成 28 年度 96.46％（0.13 ポイント増） 
平成 29 年度 96.39％（0.06 ポイント増) 
平成 30 年度 96.56％(0.23 ポイント増) 
※（）内は平成 26 年度比 

AA

１-④ 7 

公共下水
道における
水 洗 化 の
促進 

下
水
道
課

戸別訪問等により、公共
下水道未接続世帯の解消
を目指し、経営健全化を図
ります。 

（参考）平成 30 年度計画値 
訪問 1,400 件 
効果 1,786 千円 
接続件数 100 件 

実
施

水洗化世帯の増加による下水道使用
料の増収を図りました。 
戸別訪問による接続指導等を行いまし
た。 
＜接続指導等の件数＞ 
戸別訪問件数        1,419 件 
・職員によるもの     1,016 件 
・委託業者によるもの  403 件 

定量的効果 
水洗化世帯の増加による下水道使用料収入の確保 
①新規改造工事による公共下水道接続件数 
平成 28 年度 245 件 
平成 29 年度 112 件 
平成 30 年度 112 件 

②公共下水道接続による使用料増 
平成 28 年度 245 世帯（6,826,680 円増） 
平成 29 年度 112 世帯（3,120,768 円増） 
平成 30 年度 112 世帯（3,120,768 円増） 
＜参考＞平成 27年度 137 件 

AA
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-④ 8 
下水道使
用 料 の 改
定 

下
水
道
課

下水道使用料の料金体
系を見直し、経費回収率を
向上させ、経営健全化を図
ります。 

（参考）平成 30 年度計画値 
歳入増加分300,000千円 

実
施

平成 28 年度に料金改定を実施しま
した。 
（平成 28年 9月検針分より）

定量的効果 
・下水道使用料の改定に伴う歳入増加分 
（平成 27年度との比較） 
  平成 28年度 1 億 6,413 万 8 千円 
  平成 29年度 3 億 1,991 万 5 千円 
  平成 30年度 3 億 3,277 万 5 千円 
※平成 28年、29 度に財政効果を計上  
約 3 億 100 万円 

・下水道使用料改定に伴う経費回収率の向上 
〔経費回収率 平成 27年度 81.7％〕 
平成 28 年度 88.7％（7.0 ポイント増） 
平成 29 年度 89.9％（8.2 ポイント増） 
平成 30 年度 90.8％(12.4 ポイント増) 
※（）内は平成 27 年度比

AA

１-④ 9 
市立病院
経営健全
化の推進 

庶
務
課

平成 32（令和 2）年度
までに、累積欠損金を解消
し、経営健全化を図ります。 

実
施

第四期中期経営計画３年目にあた
り、周産期医療の充実を図り７－２病
棟に NICU(新生児特定集中治療室)
３床、GCU(新生児治療回復室)6 床
を稼動させるなど、収益の拡大につなが
る施策に取り組んだ。 
◎平成 30年度収支決算見込 
9,757 万円の赤字 

定量的効果 
＜累積欠損金＞ 
◎平成 28年度末 6 億 3,367 万円 
◎平成 30年度末 (見込) 10 億 1、351 万円

C 

基本料金 10 まで 1,000円 10 まで 1,050円

10 以上
50 未満

110円/1 

50 以上
200 未満

115円/1 

200 以上
500 未満

118円/1 

500 以上 121円/1 

10 以上 100円/1 
超過
料金

改定前 改定後
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

１-⑤ 10 
外郭団体
の 健全 経
営の促進 

行
政
管
理
課

引き続き外郭団体の経営
状況について点検・評価を
行うとともに、外郭団体の出
資者等としての適切な関与
を図りながら、健全経営を促
進します。 

実
施

対象とする外郭団体の前年度決算
状況等を基に、経営状況について点
検・評価を行い、結果を公表しました。
また、外郭団体の効果的な経営を促進
しました。 

＜本市の外郭 7団体＞ 
越谷市土地開発公社 
（公財）越谷市施設管理公社、 
㈱埼玉県東部流通センター 
越谷コミュニティプラザ㈱ 
㈱パルテきたこし 
（公社）越谷市シルバー人材センター 
（社福）越谷市社会福祉協議会

定性的効果 
外郭団体の経営状況の透明性の確保と外郭団体に

おける主体的な経営計画の促進を図りました。 
Ａ 

２-① 11 

適 正 な 定
員管理と効
率的 な組
織整備 

行
政
管
理
課

財政状況、優先すべき施
策や業務量等を総合的に
勘案し、行政需要と財政負
担とのバランスが取れた組
織・人員体制の整備に努め
ます。 

実
施

 財政状況や行政課題等を踏まえ、組
織・定数調整方針を策定し、翌年度の
業務量や施策の優先度等を踏まえた人
員の再配分、再配置を行うとともに、以
下の取組を行い、適正な定員管理と効
率的な組織の整備に努めました。 

＜平成 30年度の取組＞ 
・プレミアム付商品券事業担当室の設
置 

定量的効果・定性的効果 
人口 1万人当りの職員数（普通会計） 
※平成 30年 4月 1日現在  

越谷市 60.85人（全国中核市54市中26位） 
全国中核市平均 62.13 人 

Ａ 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

２-② 12 
職 員 の 能
力 開 発 の
推進 

人
事
課

複雑化･高度化する行政
課題に柔軟に対応できる職
員の育成を目的とした研修
を引き続き実施します。 

実
施

階層別研修、専門研修、特別研
修、派遣研修及び自己啓発研修の 5
つの体系により研修を実施しました。 

定性的効果 
複雑化・高度化する行政課題に柔軟に対応できる

人材の育成が期待されます。 

Ａ 

２-② 13 
人 材 の 確
保 

人
事
課

複雑化･高度化する行政
課題に対応するため、民間
企業経験者等を積極的に
採用することで、多様な人材
の確保を図ります。 

実
施

多様な人材を確保するため、一般の
採用試験に加え、民間企業等の経験
者、更には実務経験を有する保育士資
格保有者や社会福祉士又は精神保健
福祉士資格保有者を対象とした採用
試験を実施しました。 

定性的効果 
複雑化・高度化する行政課題に的確に対応できる

多様な人材の確保を行いました。 

＜採用実績＞ 
・保育士 15人（新卒枠12人、実務経験枠3人） 
・社会福祉士 4 人 
（うち 1人は精神保健福祉士資格保有者の 1人を含む） 
・精神保健福祉士資格保有者 1 人 

Ａ 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

３-① 14 
個人番号
の利活用の
推進 

行
政
管
理
課

番号法に定められた事務
に加えて、市独自の事務に
個人番号を利活用し、市民
の利便性の向上を図ります。
また、個人番号カードの利活
用方法についても、調査・研
究を進めます。 

実
施

 平成 31（令和元）年度より独自利
用事務１事務の他機関との情報連携
が開始となりました。 

定性的効果 
「行政手続きにおける特定個人を識別するための番

号利用等に関する法律」に定められた事務に加えて、市
独自の事務に個人番号を利活用することで各種手続き
が簡素化され、市民の利便性の向上が図られました。 

Ａ 

３-③ 15 
市公式ホー
ムページの
充実 

広
報
広
聴
課

市公式ホームページのコン
テンツの情報発信力を向上
させ、市民満足度の向上を
図ります。 

実
施

平成29年11月にホームページの全
面リニューアルを実施しました。また、30
年度はバリアフリーマップ（ＷＥＢ版）
をリニューアルし、こしがや住まいるマップ
の機能のひとつにしました。 

定性的効果 
・「ホームページ評価結果」において「役に立った」の割合
（目標値 75％） 
平成 28 年度 72.6％ 
平成 29 年度 70.7％ 
平成 30 年度 72.5％ 

・アクセス数の増加（月別平均） 
1,354,846 件（H29.4～10 リニューアル前）
1,493,633 件（H29.11～H30.3 リニューアル後）
1,262,285 件 （Ｈ30.4～Ｈ31.3）

Ａ 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

３-③ 16 

産業情報
ネットワーク
(こしがやｉ
ｉネット)情
報の移行 

産
業
支
援
課

産業情報ネットワークより
も認知度が高い市公式ホー
ムページに情報を移行するこ
とで、情報発信力を向上さ
せるとともに、情報移行後に
産業情報ネットワークを廃止
し、経費の削減を図ります。 

実
施

平成28年12月に産業情報ネットワ
ーク（こしがやｉｉネット）を公開終了
とし、市公式ホームページへの情報の一
元化を実施しました。 

定量的効果 
平成 28 年 12 月に産業情報ネットワーク（こしがや

ｉｉネット）を公開終了とし、運営管理委託料他など
歳出経費を削減しました。 

A 

４-① 
17 
-1 

電気契約
の見直し 

市
民
活
動
支
援
課

電気事業者の変更を含
めて契約内容等の検討・見
直しを行い、電気料金の削
減を図ります。 

実
施

低圧施設の電気料金の見直しを行
いました。 

定量的効果 
電気料金を削減しました。 
※平成 28年度に財政効果を計上 12万円 

＜対象施設＞   
北越谷地区センター、川柳地区センター   
大沢地区センター、南越谷交流館

Ａ 

４-① 
17 
-2 

電気契約
の見直し 

学
校
管
理
課

電気事業者の変更を含
めて契約内容等の検討・見
直しを行い、電気料金の削
減を図ります。 

実
施

低圧施設の電気料金の見直しを行
いました。 

定量的効果 
電気料金を削減しました。 
※平成 28年度に財政効果を計上  1,205万円

＜対象施設＞ 
市内 45 小中学校 

Ａ 

４-① 18 

電気通信
サ ー ビ ス
（電話）
契 約 の 見
直し 

学
校
管
理
課

市立小・中学校の電気通
信事業者を見直し、電話料
金の削減を図ります。 

実
施

 市内小中学校 45 校について、電話
通信料金の安価な固定電話通信サー
ビス事業者と契約を行いました。 

定量的効果 
電気通信サービス（電話）料金を削減しました。 

※平成28、29年度に財政効果を計上 約586万円
A 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

４-② 19 

勤労者等
生活資金
利子補給
金の廃止 

産
業
支
援
課

平成 24 年度から新規の
貸付がない「勤労者等生活
資金利子補給金」を廃止
し、経費の削減を図ります。 

実
施 平成29年度末で事業を廃止しました。

定量的効果 
廃止による人件費等の削減効果として、 
約 13 万円の実質効果額が得られました。 

A 

４-③ 20 

公共施設
等総合管
理計画アク
ションプラン
の策定と進
行管理 

公
共
施
設

推
進
課

施設における用途別の方
向性や今後の中長期的な
整備方針をまとめたアクション
プランを策定します。また、そ
れに基づき、施設の更新、
統廃合、長寿命化等を計
画的に行い、財政負担の軽
減と平準化を図ります。 

着
手

公共施設マネジメントシステムを平成
29 年度に構築し、システムのシミュレー
ション機能により将来的な費用負担の
試算を行いアクションプラン（素案）を
策定しました。 

定量的効果 
アクションプランに基づき、施設の更新、統廃合、長寿

命化等を計画的に行うことで、財政負担の軽減と平準
化が図られます。 

－

４-③ 21 
住まいの情
報 館 の 廃
止 

建
築
住
宅
課

施設展示物の老朽化や
陳腐化等により利用者が減
少している「住まいの情報
館」を廃止し、経費の削減を
図ります。 

実
施

平成 29 年 3 月 31 日付けで、住ま
いの情報館を事業廃止しました。 

定量的効果 
事業の廃止に伴い、施設管理委託費等の経費削減

効果が図られました。 
A 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

４-④ 
22
-1 

公共施設
への有料広
告の設置の
推進 

庁
舎
管
理
課

施設内に有料広告を設
置することにより、新たな歳
入の確保を図ります。 

実
施

越谷市本庁舎等広告事業につい
て、有料広告を拡充した新たな内容で
協定書を締結して事業を継続しつつ、
新たに「越谷市広告付き電子案内板
事業」を開始しました。 

定量的効果 
｢本庁舎等モニター広告事業」 
→増設による増収 
「越谷市広告付き電子案内板事業」（新規） 
→平成 29年 6月１日から運用を開始しました。 
※平成 29年度に財政効果額を計上 408 万円 

＜参考＞ 
越谷市役所設置分の広告掲載料  

 平成 30 年度 348万 7104 円（12 ヶ月分） 

A 

４-④ 
22
-2 

公共施設
への有料広
告の設置の
推進 

振
興
課

施設内に有料広告を設
置することにより、新たな歳
入の確保を図ります。 

検
討

体育施設内に有料広告を掲載する
ことにより、歳入の財源確保を図ります。 
現在、有料広告の対象としている施

設に、複数のプロスポーツチームが拠点
施設として活動していることから、有料広
告の方策について検討しております。 

定量的効果 
新たな自主財源が確保されます。 －

４-④ 23 

こしがや公
共交通ガイ
ドマップへの
有料広告
の掲載 

都
市
計
画
課

こしがや公共交通ガイドマ
ップに有料広告を掲載し、新
たな歳入の確保を図ります。 

実
施

こしがや公共交通ガイドマップに掲載
する広告に関する基準に基づき、こしが
や公共交通ガイドマップに有料広告を掲
載することで、自主財源の確保を図りま
した。 

定量的効果 
こしがや公共交通ガイドマップ（平成29年3月版）

の広告掲載により歳入が増加しました。 
※平成 28年度に財政効果を計上 18万円 
【内訳】 
1 号広告（2区画） 6 万円 
2 号広告（2区画） 12 万円 

Ａ 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

４-④ 24 
市 税 の 収
納 率 の 向
上 

収
納
課

平成 32（令和 2）年度
までに、収納率（※）を平
成 26 年度(96.84％)比で
0.26 ポイント向上させ、自
主財源の更なる確保を図り
ます。 

※収納率は現年度分と滞納繰越
分を併せたものです。 

（参考）平成 30 年度計画値 
収納率 97.00％ 

実
施

現年度課税分について、早期の催告や
滞納処分により、滞納繰越分への移行
の抑制を図りました。 
滞納繰越分について、取組強化期間を
設け、財産の差押や滞納処分の執行停
止等を行い、滞納整理を強化しました。
分割納付の管理を徹底し、文書等によ
る履行指導や納付困難になった際は再
相談するよう指導しました。 
平成30年度（平成31年３月末日）
差押件数 1,758 件 
換価件数 2,224 件  
充当金額 117,983,527 円 
滞納繰越分収納率  
34.04％（前年比3.73 ポイント増）
庁舎内の広告掲示板や市広報紙、ゴミ
カレンダー等を活用し、納期限の周知や
口座振替の推進を図りました。 

A

定量的効果 
市税の収納率  
【平成 26年度収納率 96.84％】 
平成 28 年度 97.25％（0.41 ポイント増） 
平成 29 年度 97.17％（0.33 ポイント増） 
平成 30 年度 97.21％（0.37 ポイント増） 
※（）内は平成 26 年度比 

AA
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

４-④ 25 

税外債権
における未
収 金 の 圧
縮 

収
納
課

税外債権（後期高齢者
医療保険料、し尿処理手
数料、学校給食費実費徴
収金他）の未収金の滞納
繰越分の収納率について、
平成 26 年度の収納率
（25.24％）を基準に、平
成 32（令和 2）年度まで
に 30.00％まで上昇させま
す。 

（参考）平成 30 年度計画値 
収納率 28.64％ 

実
施

債権所管課の新任職員を主な対象と
した債権管理に関する説明会を実施
しました。また、各課からの未収金に関
する相談を随時受け付け、助言を行い
ました。 
事務移管により、滞納の市税・国保
税・介護保険料・後期高齢者医療保
険料を一元的に徴収しました。 
収納課に来庁した際に各課へ案内す
るなど、所管課担当者と滞納者との折
衝の機会を増やし、今後の展開によっ
ては事務移管に繋げることとしました。 

1

定量的効果 
税外債権の滞納繰越分収納率 
【平成 26年度収納率 25.24％】 
平成 28 年度 22.99％（2.25 ポイント減） 
平成 29 年度 22.92％（2.32 ポイント減） 
平成 30 年度 21.04％（4.20 ポイント減） 
※（）内は平成 26 年度比 

※税外債権 後期高齢者医療保険料、し尿処理手
数料、学校給食費実費徴収金他、計 54 項目 

B 

４-④ 26 

保育所保
育 料 の 収
納 率 の 向
上 

子

育
成
課

平成 32（令和 2）年度
までに、収納率を平成26年
度(95.55％)比で 0.4 ポイ
ント向上させ、自主財源の
更なる確保を図ります。 

実
施

保育料滞納世帯に対して、毎月の督
促状の送付に加え、年３回にわたり文
書催告を行いました。 
財産調査を預貯金・生命保険照会に
重点を置き、延べ約 1,600 件実施し
ました。 
滞納者２世帯２件の不動産処分につ
いて、交付要求を行いました。 

定量的効果 
保育料の収納率  
【平成 26年度収納率 95.55％】 
平成 28 年度 95.93％（0.38 ポイント増） 
平成 29 年度 96.05％（0.50 ポイント増） 
平成 30 年度 95.46％（0.09 ポイント減） 
※（）内は平成 26 年度比 

Ａ 
（参考）
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成 
状況

４-④ 27 

入学準備
金貸付金
償 還 金 の
収 納 率 の
向上 

教
育
総
務
課

平成 32（令和 2）年度
までに、現年度分の収納率
を 平 成 26 年 度
（83.87％）比で 2.13 ポ
イント向上させるとともに、滞
納繰越分についても適正な
債権管理に努めます。 

（参考）平成 30 年度計画値 
現年分収納率 85.00％ 

実
施

督促後履行されない場合、速やかに連
帯保証人へ文書催告を行いました。 
連帯保証人への文書催告後履行され
ない場合、借受人等に対して臨宅催
告を行いました。 
臨宅催告及び納付相談を実施し、分
納誓約等による債務承認により時効
中断の措置を行いました。 

定量的効果 
入学準備金貸付金償還金の収納率 
【平成 26年度収納率 83.87％】 
平成 28 年度 82.93％（0.94 ポイント減） 
平成 29 年度 87.04％（3.17 ポイント増） 
平成 30 年度 85.09％（1.22 ポイント増） 
 ※（）内は平成 26 年度比 

AA
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５－２ 個別取組内容（追加実施分） 
整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成状
況 

３-① 28 
証明書のコン
ビニ交付の開
始 

市
民
課

個人番号カードを利用し
て、地方公共団体情報システ
ム機構との契約があるコンビニ
エンスストアなどに設置されて
いるキオスク端末から、住民票
の写しなどの各種証明書を取
得できるサービスの提供を行
う。 

実
施

平成 28 年 10 月 3日から個人番
号カードを利用して、全国のコンビニエ
ンスストアなどに設置されたキオスク端
末から、住民票の写しなどの各種証明
書を取得できるサービスの提供を開始
しました。 

定量的効果・定性的効果 
証明書コンビニ交付の開始に伴う証明書自動交

付機の廃止により、交付機 6 台分の運用経費を削
減できる。 
全国のコンビニエンスストア等で証明書の取得がで

きる。証明書自動交付機と比べて取り扱い時間が長
く、市役所や出張所に来る必要がなく、窓口の混雑
緩和と市民の利便性の向上が図られる。 

＜参考 平成 31年 3月末日時点＞ 
コンビニ交付件数 16,620 件 
戸籍証明書  1,145 件
住民票の写し 7,387 件
印鑑登録証明書 6,206 件 
課税（非課税）証明書 1,882 件 
個人番号カード発行件数  47,933 枚

A 

４-① 29 
乳幼児等健
診事業の経
費削減 

市
民
健
康
課

母親学級等に使用していた
テキスト購入を終了し、母子
健康手帳の副読本を利用す
ることにより経費削減を図りま
す。１歳６か月健診時に行う
計測を助産師に委託していた
が、臨時職員による対応に変
更し、委託料の削減を図りま
す。 

実
施

平成 28 年度中に母親学級等に使
用していたテキスト購入を終了し、母
子健康手帳の副読本を利用すること
により経費削減を図りました。 
１歳６か月健診時に行う計測を助
産師に委託していましたが、臨時職
員による対応に変更し、委託料を削
減しました。 

定量的効果 
テキスト購入経費と従事者変更にかかる事務効率

により 経費の削減を図ることができた。 

※平成 28年度に財政効果を計上 約 33万円 

A 
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成状
況 

４-① 17
-3 

電気契約の
見直し 

公
園
緑
地
課

電気事業者の変更を含め
て契約内容等の検討・見直し
を行い、電気料金の削減を図
ります。 

実
施

平成 30 年１月から、高圧受電契
約をしている６施設の電気事業者を
新電力（特定規模電気事業者）へ
切り替えを行いました。 

定量的効果 
電気料金を削減しました。 
財政効果額合計 970 万円 
平成 29 年度 167万円 
平成 30 年度 803万円 
＜対象施設＞ 
高圧受電契約をしている６施設 
しらこばと運動公園競技場 
川柳公園野球場 
北越谷第五公園野球場 
花田第六公園 
千間台第四公園 
越谷総合公園 

A

４-① 17
-4 

電気契約の
見直し 

振
興
課

平成29年度中までに総合
体育館及び地域体育館3館
の電気供給事業者の見直し
を行い、電気料金の削減を図
ります。 

（参考）平成 30 年度計画値
8,103 千円

実
施

市内の総合体育館および地域体
育館3館〔北、南、西体育館〕の電気
供給業者の見直しを行い、電力基本
料金の安価な電気事業者〔PPS〕と
契約を行いました。 

定量的効果 
電気料金を削減しました。 
財政効果額合計 676 万円 
平成 29 年度 45 万円 
平成 30 年度 631万円 

＜対象施設＞ 
総合体育館 
地域体育館（北、南、西体育館） 

Ｂ
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整理
番号 

個別 
取組
NO 

取組名 所管
（課） 計画内容 実施

状況 実施内容 効果等 達成状
況 

3-③ 30 
オープンデータ
化の推進 

情
報
推
進
課

令和 2 年度までに埼玉県
オープンデータサイトで公開し
ているデータと毎年新規に 10
件以上公開します。 

（参考）平成 30 年度計画値 

新規データセット 10公開 

実
施

国が推奨する 14 のデータセットにつ
いて、平成30年度中に公開を完了さ
せるようデータの整備を進め、前年と比
較して 10 のデータセットを新規公開
し、累計 55 データセットの公開を実現
しました。 

定性的効果 
市民が二次利用できるデータが増えました。 
＜平成 30年度新規公開データセット＞ 
・小・中学校面積一覧 
・固定資産台帳 
・消防水利施設一覧 
・指定緊急避難場所一覧 
・日曜日・祝日・夜間（19 時以降受付）に診療
をおこなっている医療機関一覧 
・地域・年齢別人口 
・オープンデータ一覧 
・越谷市統計年報 平成２９年版 
・公衆トイレ一覧 
・中小企業資金融資実行件数 

Ａ 

3-① 31 
一般廃棄物
処理手数料
の見直し 

令和２年度までに、し尿処
理手数料、粗大ごみ処理手
数料、その他の廃棄物処理
手数料について、ごみ処理費
用の現状を踏まえた適切な手
数料のあり方、ごみ排出者の
負担割合の適正化、周辺自
治体とのバランスなどの観点か
ら見直しを行います。 

着
手

手数料、その他の廃棄物処理手数
料について、ごみ処理費用の現状を踏
まえた適切な手数料のあり方、ごみ排
出者の負担割合の適正化、周辺自
治体とのバランスなどの観点から見直し
を行います。 

定性的効果 
廃棄物の排出者である受益者が負担すべき手数

料の見直しが図られ、歳入も確保されます。 
－
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６ 財政的効果額一覧     
単位 千円

整理 
番号 取組名 

所管 
(課) 

効果額 
（①+②-③）

効果 

１-④ 
公共下水道における水洗
化の促進 

下
水
道
課

1,933 

 歳入確保  

内
訳

①経費削減 0 
②歳入確保 3,121 新規改造工事接続分の使用料収入 

③投入経費 1,188 接続指導業務委託費 

４-① 電気契約の見直し 

公
園
緑
地
課

8,031 

 経費削減 

内
訳

①経費削減 8,031 電気料金 
②歳入確保 0 
③投入経費 0 

４-① 電気契約の見直し 
振
興
課

6,319 

 経費削減 

内
訳

①経費削減 6,319 電気料金 
②歳入確保 0 
③投入経費 0 

財政効果額（合計） 16,283 
①経費削減 14,350 
②歳入確保 3,121 
③投入経費 1,188 
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７ 取組別財政的効果額累計 

時期 NO 整理番号 取組名 所管（課） 

財政効果額合計 千円 
平成 28 年 

財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 29年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 30 年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

当
初
分

1 １-② 道路照明灯のＬＥＤ化 道路総務課 測定値は CO2 の削減  測定値は CO2 の削減  測定値は CO2 の削減

2 １-③ 飼い動物死体の処理の民営化 リサイクルプラザ 59  

3 １-③ 優良事業所･優良従業員等表彰事業の移行 産業支援課 1,050 

4 １-③ 
ＰＦＩ方式による小・中学校の空調設備の設
置 

学校管理課 132,423  

5 １-④ 国民健康保険税の収納率の向上 収納課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率 

6 １-④ 介護保険料の収納率の向上 介護保険課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率 

7 １-④ 公共下水道における水洗化の促進 下水道課 5,844 1,933  1,933 

8 １-④ 下水道使用料の改定 下水道課 160,000 149,967 

9 １-④ 市立病院経営健全化の推進 庶務課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 

10 １-⑤ 外郭団体の健全経営の促進 行政管理課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない

11 ２-① 適正な定員管理と効率的な組織整備 行政管理課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない

12 ２-② 職員の能力開発の推進 人事課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない

13 ２-② 人材の確保 人事課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない

14 ３-① 個人番号の利活用の推進 行政管理課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない
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時期 NO 整理番号 取組名 所管（課） 

財政効果額合計 千円 
平成 28 年 

財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 29年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 30 年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

当

初

分

15 ３-③ 市公式ホームページの充実 広報広聴課 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない 測定値は金額ではない

16 ３-③ 
産業情報ネットワーク(こしがやｉｉネット)情報
の移行 

産業支援課 435 3,361  

17 ４-① 電気契約の見直し 
市民活動支援
課 

127   

17 ４-① 電気契約の見直し 学校管理課 12,053 

18 ４-① 電気通信サービス（電話）契約の見直し 学校管理課 4,111 1,750 

19 ４-② 勤労者等生活資金利子補給金の廃止 産業支援課 ― 128  

20 ４-③ 
公共施設等総合管理計画アクションプランの策
定と進行管理 

公共施設マネ
ジメント推進課 

測定に至らず 測定に至らず 測定に至らず 

21 ４-③ 住まいの情報館の廃止 建築住宅課 ― 1,201  

22 ４-④ 公共施設への有料広告の設置の推進 庁舎管理課 ― 4,085  

22 ４-④ 公共施設への有料広告の設置の推進 スポーツ振興課 実施に至らず 実施に至らず 実施に至らず 

23 ４-④ 
こしがや公共交通ガイドマップへの有料広告の掲
載 

都市計画課 
180   

24 ４-④ 市税の収納率の向上 収納課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率

25 ４-④ 税外債権における未収金の圧縮 収納課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率

26 ４-④ 保育所保育料の収納率の向上 子ども育成課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率
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時期 NO 整理番号 取組名 所管（課） 

財政効果額合計 千円 
平成 28 年 

財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 29年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

平成 30 年 
財政効果額合計 
(単位 千円) 

27 ４-④ 入学準備金貸付金償還金の収納率の向上 教育総務課 測定値は収納率 測定値は収納率 測定値は収納率

当初分 集計 316,223 162,484 1,933 

追
加
分

29 ４-① 乳幼児等健診事業の経費削減 市民健康課 336 

28 ３-① 証明書のコンビニ交付の開始 市民課 測定値は利便性等 測定値は利便性等 測定値は利便性等 

17 ４-① 電気契約の見直し 公園緑地課 1,666  8,031 

17 ４-① 電気契約の見直し スポーツ振興課 453  6,319 

30 ３-① 一般廃棄物処理手数料の見直し リサイクルプラザ 測定に至らず 

31 ３-③ オープンデータ化の推進 情報推進課 測定値は金額ではない

追加分 集計 336 2,119 14,350 
年度合計効果額 316,559 164,603 16,283 

第６次行政改革合計効果額 
（※平成 28+29+30 年度分）

４億9,744万 5千円 


